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自動車リサイクル法に基づくフロン類回収業登録申請 

 

はじめに 

 

松本市内の事業所において、自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律。以下「法」とい

う。）第 42 条第１項の登録を受けた引取業者（以下「引取業者」という。）から使用済自動車を引き取り、使

用済自動車に搭載されている特定エアコンディショナー（以下「カーエアコン」という。）からフロン類の回収

を行う事業（以下「フロン類回収業」という。）を行おうとする者は、法第 53 条第１項に基づき、松本市長の

登録を受けることが必要です。 

フロン類回収業者（フロン類回収業を行うことについて法第 53 条第１項の登録を受けた者をいう。以下同

じ。）は、カーエアコンに搭載されているフロン類を適正に回収し、回収したフロン類を自動車製造業者等に引

き渡す役割を担っています。 

この手引では、松本市におけるフロン類回収業者の登録の手続等についてご案内します。 

なお、長野市内における業務に係る申請等については、長野市廃棄物対策課（電話番号：026-224-7320）に、

それ以外の長野県内における業務に係る申請等については、長野県資源循環推進課（電話番号：026-235-7164）

に、それぞれお問い合わせください。 

 

 

第１ フロン類回収業の登録について 

１ 登録の申請（法第54条） 

(1) 申請手続 

(2)の手数料を納付し、フロン類回収業者登録申請書（規則様式第３）（以下「登録申請書」とい

う。）に必要事項を記入の上、(3)の添付書類を添えて、(4)の窓口に(5)の部数を提出してください。 

なお、(6)の留意点に留意するとともに、登録申請書等については、この手引の様式をコピー又はホー

ムページからダウンロードして作成してください。 

（http://www.city.matsumoto.nagano.jp/shisei/kankyojoho/haikibutu/sanpai/jidousharisaikuruhou.html） 

 

(2) 申請手数料 

３，５００円。松本市発行の納付書により、取り扱いのある金融機関で納めてください。 

 【手数料の納付について】 

納付書の発行方法は、郵送または当課窓口での手渡しのいずれかになりますので、ご希望の発行方法

を事前にご連絡ください。（連絡先：松本市役所 廃棄物対策課 0263-47-1350） 

郵送希望の場合は手数料納付申出書（参考様式）をメール等でご提出いただく必要があります。 

なお、納付された手数料は原則として還付することはできません。 

 

 (3) 添付書類 

ア 欠格要件（法第56条第１項各号）に該当しないことを誓約する書面（要領様式第４号） 

イ 申請者を確認できる書類 

・個人の場合は、申請日前３か月以内に発行された住民票の写し（本籍（外国人の場合は国籍）

の記載のあるもので、個人番号（マイナンバー）の記載のないもの） 

・法人の場合は、申請日前３か月以内に証明された商業・法人登記の登記事項証明書 

・未成年者の場合は、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合には、その

商業・法人登記の登記事項証明書） 

公的機関の証明書の原本写しの提出について 

公的機関の証明書（商業・法人登記の登記事項証明書等）の提出は原則として原本としますが、松本

市役所廃棄物対策課の確認を受けたものにあっては原本の写しをもって代えることができます。（この

場合、必ず原本を持参又は送付してください。） 

http://www.city.matsumoto.nagano.jp/shisei/kankyojoho/haikibutu/sanpai/jidousharisaikuruhou.html
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ウ カーエアコンからのフロン類の回収の用に供する設備（以下「フロン類回収設備」という。）

の所有権を有することを証する書類 

・自ら所有している場合は、購入契約書、納品書、領収書、販売証明書等のうち、いずれかの写

し 

・自ら所有権を有していない場合は、借用契約書、共同使用規定書、管理要領書等のうち、いず

れかの写し 

エ フロン類回収設備の種類及びその設備の能力を説明する書類 

・種類及び能力を説明する取扱説明書、仕様書、カタログ等の写し 

（フロン回収を行う際には十分な知見を有する方が回収を行うか、立ち会う必要がありますので、

以下の書類も添付してください。） 

オ フロン類の回収を自ら行う者又はフロン類の回収に立ち会う者が資格を有する場合には、その

資格に関する資料の写し（例えば、自動車電気装置整備士の資格証の写し、自動車リサイクル士

の資格認定証の写し等） 

カ フロン類の回収を自ら行う者又はフロン類の回収に立ち会う者が資格を有しない場合には、申

請書の備考欄にその者の氏名と自動車整備業務、エアコン整備業務、フロン類回収業務の経験年

数を記載してください。 

（注）この他にも書類の提出をお願いする場合があります。 

 

(4) 窓口 

松本市役所 環境エネルギー部 廃棄物対策課 

〒390-0851 松本市島内7576-1 （松本クリーンセンター管理棟２階） 

電話：0263-47-1350（直通） FAX：0263-40-1335 

※松本市役所本庁舎（松本市丸の内3-7）ではありませんので、ご注意ください。 

 

(5) 提出部数 

１部（控えが必要な場合は２部ご用意いただき、郵送の場合はさらに切手を貼った返信用封筒も同封し

てください。） 

 

(6) 留意点 

ア 松本市内において、回収を行う事業所が複数の場合には、事業所ごとに事業所の名称及び所在地、回

収しようとするフロン類の種類並びにフロン類回収設備の種類、能力及び台数を記入してください。 

イ 申請・届出を行政書士等の代理人を通じて行う場合は、提出者等の欄に提出者等に加え代理人の氏名

を併記してください。また、委任状（以下の(ｱ)～(ｳ)に留意）を添付してください。 

(ｱ) 委任の範囲は具体的に記載してください。 

(ｲ) 行政書士の場合は登録番号（行政書士証票の番号）を記載してください。 

(ｳ) 委任状の日付は、申請日前３か月以内としてください。 

ウ 窓口への持参、または、郵送で受け付けております。 

なお、窓口への持参の場合、担当者が不在の場合等もありますので、事前にご連絡いただき、提出日

時等を調整してください。 

 

２ 登録の可否（法第55条第１項及び第56条第１項） 

次の要件のいずれかに該当する場合は、法第 56 条第１項に基づき、登録が拒否されますが、それ以外の

場合は法第55条第１項に基づき、必ず登録されます。 

 

(1) 欠格要件に該当する場合 

欠格要件の詳細については、「様式集」にある「誓約書」（要領様式第４号）をご覧ください。 

 

(2) フロン類回収設備について次のすべてを満たさない場合 

ア 使用済自動車の引取りに当たっては、申請に係る事業所ごとに、申請書に記載されたフロン類回収設
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備が使用できること。 

イ 申請書に記載されたフロン類回収設備の種類が、その回収するフロン類の種類に対応するものである

こと。 

 

(3) 登録申請書又はその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、又は重要な事実の

記載が欠けている場合 

 

３ 登録の更新（法第53条） 

フロン類回収業者の登録の有効期限は５年です。有効期限が過ぎる前（1 か月前を目途）に更新の手続を

行ってください。手数料は登録の際と同じく、３，５００円です。手続については新規登録時と同様です。 

 

４ 登録の変更（法第57条） 

フロン類回収業者が表１左欄の事項を変更した場合、変更があった日から 30 日以内に「フロン類回収業

者変更届出書」（規則様式第４）に、欠格要件に該当しないことを誓約する書面（要領様式第４号）及び

表１右欄の添付書類を添え、松本市役所廃棄物対策課へ提出してください。手数料は不要です。 

なお、変更届の提出が当該変更の日から 30 日を経過した日以降となった場合には遅延理由書（様式任意）

も併せて提出してください。 

表１ 

変更事項 添付書類 

１ 氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては、その代表者の氏名 

(1) 申請者が個人の場合は住民票の写し（※） 

(2) 法人の場合は商業･法人登記の登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

（※） 

２ 事業所の名称・所在地 

(1) 新たに事業所を追加する場合 

ア フロン類回収設備の所有権を有することを証する書類 

イ フロン類回収設備の種類及びその設備の能力を説明する書類 

(2) 事業所の廃止、事業所名称変更及び所在地移転の場合 

添付書類は特に必要ありません。 

３ 役員の氏名 商業･法人登記の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（※） 

４ 未成年者の場合で、法定代理人

が個人である場合、その法定代理

人の氏名及び住所 

法定代理人の住民票の写し（※） 

５ 未成年者で、法定代理人が法人

である場合、その法定代理人の名

称及び住所並びにその代表者及び

役員の氏名 

法定代理人の商業・法人登記の登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

（※） 

６ 回収するフロンの種類 

(1) フロン類回収設備の所有権を有すること（又は使用する権原を有する

こと）を証する書類 

(2) フロン類回収設備の種類及びその能力を説明する書類 

７ フロン類回収設備の種類及び能

力 

(1) フロン類回収設備の所有権を有すること（又は使用する権原を有する

こと）を証する書類 

(2) フロン類回収設備の種類及びその能力を説明する書類 

※ 住民票の写し（本籍地（外国人の場合は国籍）の記載のあるもので、個人番号（マイナンバー）の記載のないも

の）及び商業・法人登記の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）は、届出日前３か月以内に発行されたものを添

付してください。 

 

 



 

- 4 - 

 

５ 廃業等の届出（法第59条により準用される第48条第１項） 

フロン類回収業者が表２の左欄に該当することとなった場合には、同表の右欄の届出者は、その日から

30 日以内に、廃業等届出書（要領様式第６号）にフロン類回収業者登録通知書を添付して管轄地域振興局

環境課に届け出てください。手数料は不要です。 

なお、廃業等届の提出が当該廃業の日から 30 日を経過した日以降となった場合には遅延理由書（様式任

意）も併せて提出してください。 

表２ 

該当する事項 届出者 

１ フロン類回収業を廃止した場合 
フロン類回収業者であった個人又は法人を代表する役

員 

２ 死亡した場合 その相続人 

３ 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員であった者 

４ 法人が破産により解散した場合 その破産管財人 

５ 法人が合併及び破産以外の理由により解散した場合 その清算人 

 

６ 変更届出、廃業等の届出に当たっての留意事項 

代表者・役員の変更や事業者名・住所の変更に係る変更届出や廃業の届出に当たっては、関係する全て

の業区分（引取業、フロン類回収業、解体業、破砕業）について届出が必要となりますので、ご注意くだ

さい。 

また、変更届出や廃止届出の義務に違反した場合や誤った報告を行った場合には、最大 30 日の事業停止

処分を受けることがあるとともに、30 万円以下の罰金に処せられることがありますので、ご注意ください。 

 

 

第２ フロン類回収業者の責務 

フロン類回収業者は、法及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）の

定めを守らなければなりません。違反した場合には、法に基づく行政処分を受けることがあります。 

 

１ 自動車リサイクルシステムへの登録 

使用済自動車を引き取る場合には、法第55条に基づく松本市長の登録に加え、法第81条第３項から第

６項までに基づき電子マニフェストを利用した情報管理センター（(公財)自動車リサイクル促進センター

をいう。以下同じ。）への引取・引渡実施報告を行うこととされていますので、自動車リサイクルシステ

ムへの登録が必要です。 

登録業務は、自動車リサイクルシステム事業者情報登録センターで行っていますので、連絡の上、必要

な手続を行ってください。 

＜お問い合わせ先＞ 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター コンタクトセンター 

受付時間：９：００～１８：００（土日祝日・年末年始を除く。） 

電話番号：０５０－３７８６－７７５５ 

 

【自動車リサイクルシステムのホームページ（各種申請書書式）】 

http://www.jars.gr.jp/jgs/exjg1000.html 

 

 

http://www.jars.gr.jp/jgs/exjg1000.html
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２ 引取義務（法第11条） 

フロン類回収業者は、引取業者から使用済自動車の引取りを求められた場合は、以下の「正当な理由」

がある場合を除き、使用済自動車を引き取らなければなりません。 

 

＜正当な理由＞ 

(1) 天災その他やむを得ない事由により使用済自動車の引取りが困難である場合 

（例えば、事業所が地震・風水害により被害を受け、引取りが物理的に困難な場合など） 

(2) 使用済自動車に異物が混入している場合 

（例えば、他のゴミが詰められている場合など） 

(3) 使用済自動車の引取りにより、使用済自動車の適正な保管に支障が生じる場合 

（例えば、大量一括持ち込みの要請がある場合や乗用車販売店に大型商用車が持ち込まれることで、自

社の車両保管能力と照らし合わせ適正な保管が困難である場合など） 

(4) 使用済自動車の引取りの条件が通常の取引の条件と著しく異なるものである場合 

（例えば、引取り側の合意（条件交渉）なく一方的に使用済自動車がおいていかれてしまう場合など） 

(5) 使用済自動車の引取りがすべての法令の規定又は公の秩序若しくは善良の風俗に反するものである場合 

（例えば、盗難車と知りながらの引取り、高圧ガス保安法違反になる場合など。） 

 

３ フロン類の回収義務、引渡義務及び引取基準（法第12条、第13条及び第22条） 

フロン類回収業者は、使用済自動車を引き取ったときは、フロン類回収基準に従ってフロン類を回収し、

自ら再利用する場合を除き、フロン類運搬基準に従って自動車製造業者等（（一社）自動車再資源化協力

機構の指定する引取場所）に引き渡さなければなりません。 

 

(1) フロン類回収基準 

ア 使用済自動車の冷媒回収口における圧力の値が、一定時間経過した後、表３の左欄に掲げるフロン類

の充てん量に応じた表３の右欄に掲げる圧力以下になるよう吸引すること。 

表３ 

フロン類の充てん量 圧力 

２㎏未満 0.1MPa 

２㎏以上 0.09MPa 

イ フロン類及びフロン類の回収方法について十分な知見を有する者（ ※ ）が、フロン類の回収を自ら

行う又はフロン類の回収に立ち会うこと。 

（※）「十分な知見を有する者」とは、自動車の冷媒回路の構造や冷媒に関する知識を持ち、フロン類の

回収作業に精通した方、例えば、フロン回収協議会等が実施する技術講習合格者、自動車電気装置

整備士、その他自動車整備業務、エアコンディショナー整備業務、フロン類回収業務の経験を有す

る者等が十分な知見を有する者と考えられます。 

 

(2) フロン類運搬基準 

ア 回収したフロン類の移充てんをみだりに行わないこと。 

イ フロン類回収容器は、転落、転倒等による衝撃及びバルブ等の損傷による漏えいを防止する措置を講

じ、かつ粗暴な取扱いをしないこと。 

 

４ 使用済自動車の引渡義務（法第14条） 

フロン類回収業者は、フロン類を回収した使用済自動車を解体業者へ引き渡さなければなりません。 

使用済自動車引取義務及び引渡義務を果たしていない場合、フロン類の回収義務や引渡義務を果たして

いない場合、又はフロン類の回収基準や運搬基準に違反している場合には、法第 20 条に規定する勧告や命

令を受ける場合があります。命令に違反した場合は、登録が取消しとなることがあるとともに 50 万円以下

の罰金に処せられることがあります。 
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５ 報告義務（法第81条第３～６項） 

フロン類回収業者は、使用済自動車の引取り・引渡しとフロン類の引渡しから３日以内に、電子マニフ

ェスト制度を利用して、情報管理センターに引取・引渡実施報告を行わなくてはなりません。 

また、毎年度終了後１か月以内に、事業所ごとに、次に掲げるフロン類の引き渡した量や再利用量等に

ついて、情報管理センター（（公財）自動車リサイクル促進センター）に報告しなければなりません。 

＜毎年度、事業所ごとに定期報告が必要な項目＞ 

(1) 年度内に自動車製造業者等又は指定再資源化機関（（公財）自動車リサイクル促進センター）に引き

渡したフロン類の種類（ＣＦＣ・ＨＦＣ）ごとの量 

(2) 年度内に再利用をしたフロン類の種類（ＣＦＣ・ＨＦＣ）ごとの量及び当該フロン類に係る使用済自

動車の車台番号 

(3) 年度終了の日において保管していたフロン類の種類（ＣＦＣ・ＨＦＣ）ごとの量 

なお、フロン類の回収量の年次報告については、回収実績がなくても報告が必要ですので、フロン類

回収業者は、毎年必ず報告してください。 

また、報告義務を果たしていない場合や誤った報告を行った場合には、法第 90 条に規定する勧告や命

令を受ける場合があります。命令に違反した場合には、登録が取消しになることがあるとともに 50 万円

以下の罰金に処せられることがあります。 

 

６ 廃棄物処理基準に従う義務（法第122条第７項） 

フロン類回収業者は、使用済自動車の引取り及び引渡しを行う場合において、使用済自動車を自ら運搬

する場合は、廃棄物処理法の収集運搬業の許可は不要ですが、廃棄物処理基準に従わなくてはなりません。

（「８ 廃棄物処理基準について」を参照のこと） 

＜注意事項＞ 

他者に使用済自動車の運搬を委託する場合、廃棄物処理法の一般廃棄物又は産業廃棄物処理業の収集・運

搬業の許可（積む場所、降ろす場所それぞれを所管している都道府県知事又は市長の許可）を有するもの

に委託する必要があります。 

この際、廃棄物処理法上のマニフェストの交付は不要ですが、産業廃棄物である使用済自動車の場合は、

委託契約が必要になります。この委託契約の締結は、廃棄物処理法施行令第６条の２（委託基準）、同法

施行規則第８条の４（委託契約書に添付すべき書面）及び同８条の４の２（委託契約に含まれるべき事項）

の規定に従うとともに、契約書は契約の終了の日から５年間保存することとされています。 

 

７ 標識の掲示義務（法第59条） 

フロン類回収業者は、事業所ごとに下記の要件を満たした標識を公衆の見やすい場所に掲示してくださ

い。 

(1) 縦・横20ｃｍ以上の大きさであり、フロン類回収業者であることを示すもの 

(2) 氏名又は名称、登録番号及び回収しようとするフロン類の種類（ＣＦＣ・ＨＦＣ）を記載したもので

あること 

 

８ 廃棄物処理基準について 

使用済自動車はその価値の有無にかかわらず廃棄物処理法に基づく「廃棄物」として扱われます。 

したがって、フロン類回収業者は、法で定める基準のほか、収集運搬や保管等については廃棄物処理法

に定める基準に従い、使用済自動車を取り扱わなければなりません。廃棄物処理法に定める廃棄物の運搬

等の基準については以下のとおりです。 

(1) 収集運搬の基準 

ア 廃棄物の収集又は運搬は、次によること。 

・廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。 

・収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置

を講ずること。 

イ 廃棄物の収集又は運搬のための施設を設置する場合には、生活環境保全上支障を生ずるおそれのない

ように必要な措置を講ずること。 
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ウ 運搬車等は、廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのないものであること。 

エ 廃棄物の積替えを行う場合は、次によること。 

・積替えは、周囲に囲いが設けられ、かつ､廃棄物の積替えの場所であることの表示がされている場所

で行うこと。 

・積替えの場所から廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が発散しないように必要

な措置を講ずること。 

・積替えの場所には、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生しないようにすること。 

オ 廃棄物の保管は、廃棄物の積替え（以下に掲げる基準に適合する場合に限る。）を行う場合を除き、

行ってはならない。 

・あらかじめ、積替えを行った後の運搬先が定められていること。 

・搬入された廃棄物の量が、積替えの場所において適切に保管できる量を超えるものでないこと。 

・搬入された廃棄物の性状に変化が生じないうちに搬出すること。 

(2) 保管の基準 

フロン類回収業者は、廃棄物を保管する場合は、次のことを守らなければなりません。 

ア 保管は、次に掲げる要件を満たす場所で行うこと。 

・周囲に囲い（保管する廃棄物の荷重が直接当該囲いにかかる構造である場合にあっては、当該荷重に

対して構造耐力上安全であるものに限る。）が設けられていること。 

・見やすい箇所に廃棄物の積替えのための保管の場所である旨その他廃棄物の保管に関し必要な事項を

表示した掲示板（縦・横60ｃｍ以上の大きさ）が設けられていること。（記載例参考） 

［掲示板の記載例］ 
 

名称及び廃棄物の種類 使用済自動車の保管場所 

管理者の氏名 

  又は名称及び連絡先 

  □□自動車（株） 

      ○○課 ○○ ○○ 

        電話  ○○○－○○○－○○○ 

積み上げ高さ   最大○○ｍ 

保管量の上限   最大○○台 

注）１ 文字は黒字、下地は白地であることが望ましい。 

２ 文字は読みやすく鮮明であること。 

３ 雨水等によって、汚損したり、消えたりするものでないこと。 

イ 保管の場所から廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が発散しないように次に掲

げる措置を講ずること。 

・廃棄物の保管に伴い汚水や廃油が生ずるおそれがある場合は、当該汚水による公共の水域及び地下水

の汚染を防止するために必要な排水溝その他の設備を設けるとともに、底面を不浸透性の材料で覆う

こと。 

・屋外において使用済自動車を保管する場合は、積み上げられた使用済自動車の高さが次の高さ（図１

及び図２参照）を超えないようにすること。 
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 図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保管場所も含めて事業所全体が要件を満たす囲いで囲まれている場合は、保管場所が当該囲いから３ｍよ

りも内側であれば、保管場所での高さ制限は４．５ｍまでとなる。 

 

図２ 
 

            高さ３ｍまで  ３ｍ 

                      入→ 

                      口   

    高さ４．５ｍまで 

      ３ｍ          使用済自動車等保管場所 

 囲 

 い 

 

 

ウ 保管の場所には、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生しないようにすること。 

 

 

 その他、法の概要については、環境省のホームページをご参照ください。 

（http://www.env.go.jp/recycle/car/index.html） 

 

  

○ 格納施設を用いないで使用済自動車を保管する場合 

 

 

○ 使用済自動車等を格納するための施設（保管する使用済自動車等の荷重に対して構造耐力上安全

であるものに限る。）を利用して保管する場合は、使用済自動車等の落下による危害が生ずるおそ

れのない高さ 

 

 

http://www.env.go.jp/recycle/car/index.html
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規則様式第３（第 50 条関係） 

登   録 

フロン類回収業者      申請書 

登録の更新 

※登録番号  

※登録年月日  

年  月  日   

 松 本 市 長    様 

                                        （郵便番号） 

                                          住  所 

                                          氏  名 

                                         （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

                     電話番号 

 

 

 使用済自動車の再資源化等に関する法律第 54 条第１項の規定により、必要な書類を添

えてフロン類回収業者の登録（登録の更新）を申請します。 

 

役員の氏名（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者。法人であ 

る場合に記入すること。） 

 

 

 

 

 

（ふりがな） 

氏  名 

 

役 職 名 

  

 

 

法定代理人の氏名及び住所（未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場

合に記入すること。） 

 （ふりがな） 

氏  名 

 

 

住  所 （郵便番号） 

 

                            電話番号 
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法定代理人の名称及び住所並びにその代表者の氏名（未成年者であり、かつ、その法

定代理人が法人である場合に記入すること。） 

 名 称  

（ふりがな） 

代表者 

の氏名 

 

住 所 （郵便番号） 

 

                            電話番号 

法定代理人の役員の氏名（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる 

者。未成年者であり、かつ、その法定代理人が法人である場合に記入すること。） 

 

 

 

 

 

（ふりがな） 

氏  名 

 

役 職 名 

  

 

 

事業所の名称及び所在地 

 名  称  

所 在 地 （郵便番号） 

 

                            電話番号 

回収しようとするフロン類の種類 

 ＣＦＣ  

ＨＦＣ  

フロン類回収設備の種類、能力及び台数 

 設備の種類                能           力 

     200g/min未満       200g/min以上 

ＣＦＣ用 台 台 

ＨＦＣ用 台 台 

ＣＦＣ，ＨＦＣ兼用 台 台 

備考 １ ※印の欄は、更新の場合に記入すること。 

   ２ 事業所が複数ある場合には、「事業所の名称及び所在地」以降の欄を繰り返し

設け、事務所ごとに記載すること。 

     ３  「回収しようとするフロン類の種類」の欄には、該当するものに丸印を記入す

ること。 

     ４  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
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（要領様式第４号） 

 

誓       約       書 

 

 

使用済自動車の再資源化等に関する法律第 45 条第１項（第 56 条第１項）に規定する
欠格要件 

 

１ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として主務省令で定める

者又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 

２ この法律、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法

律第 64 号）若しくは廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）

又はこれらの法令に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

 

３ 第 51 条第１項（第 58 条第１項）の規定により登録を取り消され、その処分のあっ

た日から２年を経過しない者 

 

４ 引取業者（フロン類回収業者）で法人であるものが第 51 条第１項（第 58 条第１項）

の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前 30 日以内に

その引取業者（フロン類回収業者）の役員であった者でその処分のあった日から２年

を経過しないもの 

 

５ 第 51 条第１項（第 58 条第１項）の規定により事業の停止を命ぜられ、その停止の

期間が経過しない者 

 

 ６ 引取業（フロン類回収業）に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法

定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）が前各号の

いずれかに該当するもの 

  

７ 法人でその役員のうちに第１号から第５号までのいずれかに該当する者があるもの 

 

 

申請者は、上記のいずれにも該当しないことを申し立てます。 

        

                           年   月   日 

 

       住所 

                                    

 

       氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）                     
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規則様式第４（第53条関係） 

 

フロン類回収業者変更届出書 
 
                                                         年  月  日 

 松 本 市 長    様 

                                        （郵便番号） 

                                          住  所 

                                          氏  名 

                                         （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

                     電話番号 

 

 

 年  月  日付け第    号で登録を受けた以下の事項について変更したので、使用済

自動車の再資源化等に関する法律第57条第１項の規定により、必要な書類を添えて届け出ます。 

 

変更の内容 

新 旧 

  

変更の理由 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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（要領様式第６号） 

 

フロン類回収業者廃業等届出書 

 
 

                                  年  月  日 

松 本 市 長    様 

                                        （郵便番号） 

                                          住  所 

                                          氏  名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

                     電話番号 

 

 

 使用済自動車の再資源化等に関する法律第59条で準用する第48条第１項の規定により、次のと

おりフロン類回収業の廃業等を届け出ます。 

 

 

 

１ 登録番号及び登録年月日 

 

 

２ 廃業等の理由 

 

 死亡   合併   破産   解散   廃業 

 

３ 廃業等をした日 

 

 

４ 届出をした者と廃業等をした引取業者との関係 

 

    相続人   元役員   破産管財人   清算人   本人 

  

 

 

 

備考 １ 「廃業等の理由」及び「届出をした者と廃業等をした引取業者との関係」は、該当す

る箇所を丸印で囲むこと。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

３ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合について、署

名は必ず自署するものとする。 
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（参考様式） 

年  月  日 

 

（宛先）松本市長 

郵便番号                  

住  所                  

氏  名                  

 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)   

電話番号                  

 

 

手数料納付申出書 

 

以下の申請を行うに当たり、手数料を納付したいので、納付書を発行してください。 

 

 

（↓該当箇所に〇印を記入）                          （単位：円） 

産業廃棄物収集運搬業（積替保管） 特別管理産業廃棄物収集運搬業（積替保管） 

 許可申請（新規） 81,000  許可申請（新規） 81,000 

 許可申請（更新） 73,000  許可申請（更新） 74,000 

 許可申請（変更） 71,000  許可申請（変更） 72,000 

 

産業廃棄物処分業 特別管理産業廃棄物処分業 

 許可申請（新規） 100,000  許可申請（新規） 100,000 

 許可申請（更新） 94,000  許可申請（更新） 95,000 

 許可申請（変更） 92,000  許可申請（変更） 95,000 

 

産業廃棄物処理施設（焼却施設、最終処分場） 産業廃棄物処理施設（左記以外） 

 許可申請（新規） 140,000  許可申請（新規） 120,000 

 許可申請（変更） 130,000  許可申請（変更） 110,000 

 

 産業廃棄物処理施設の譲受け又は借受けの許可 94,000 

 産業廃棄物処理施設設置者の合併又は分割の許可 94,000 

 

自動車リサイクル法 引取業 自動車リサイクル法 フロン類回収業 

 登録申請（新規） 3,000  登録申請（新規） 3,500 

 登録の更新申請 3,000  登録の更新申請 3,500 

自動車リサイクル法 解体業 自動車リサイクル法 破砕業 

 許可申請（新規） 78,000  許可申請（新規） 84,000 

 許可申請（更新） 70,000  許可申請（更新） 77,000 

    許可申請（変更） 67,000 

 


